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日本の介護保険制度の諸問題
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Ⅰ はじめに
｢地域包括ケアの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」が















) によると、1970 年から 80 年、90 年の推計入院患者
( 1 ) 島崎謙治 (2011) P90
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の増加は 27 万 6 千人、25 万 4 千人だが同時期の高齢者の入院患者の増加





























( 2 ) 1983 年入院 1日 300円、2011 年 1 日 1200円






置を包括化した。1993 年の老人病床 18 万 2 千は 2002 年の療養型病床群






介護保険法は 1996 年に成立、2000 年に施行された。背景には ①世界

















( 4 ) OECD : Health Statistics2015 によると療養病床除く急性病床でも 2014 年の平均在院日
数は日本 16.9 日、米・スウェーデン 5.4 日、仏 5.8 日 (2013)、英 6 日、独 7.6 日であり、
日本の医療療養病床は 168 日、介護療養病床は 484 日である。
( 5 ) 増田雅暢『逐条解説介護保険法』株式会社法研 (2014) p18-27 を参考。
( 6 ) 厚生労働省「介護保険事業状況報告」によれば 2013 年 4 月末実績で要介護認定者 608
万人 (サービス利用者数 511 万人) と 2025 年度の予測値を超える。
( 7 ) 厚生労働省「国民生活基礎調査」要介護者のいる世帯は 1995 年で三世代世帯 38.8%、



















2 つの施設の報酬は、医療療養病床が当時 30 日以内の月 54 万 9300 円
〜180 日以上の月 44 万 4600円と入院期間に応じて減額し、介護療養病床









































会議が設けられた。5 月 21 日中間報告で「高齢者の介護保険」の枠組み
維持 (A類型) と「介護保険制度の普遍化」(B類型) の 2つの案を示し、
( 9 ) 地域の物価水準やサービス種類により 1単位 10円〜11.05円とされる。

























2006 年 12 月に当時最大の介護企業コムスンが複数の県で指定基準違反
や不正請求をしていることが明らかになった。コムスンは指定取消前に違
















による報酬引下げもあった。従事者数は 2000 年の 54.9 万人が 2014 年度
176.5 万人と増えたが、生産性向上が難しい対人サービスであるので介護






(12) (財)介護労働安定センター「平成 26 年度介護労働実態調査」
↗
(13) 厚生労働省「職業安定業務統計」によると 2015 年の介護職の有効求人倍率介護 2.59 と





2003 年改定 △ 2.3 % (在宅 0.1 施設△ 4)
2005 年 10 月改定 △ 1.9 % (施設△ 4)
施設の居住費・食費自己負担
化に伴う引下げ。
2006 年改定 △ 0.5 % (在宅△ 1) 要支援生活援助報酬引下げ






2012 年改定 +1.2 % (在宅 1 施設 0.2) 介護職員処遇改善月+6000円
2015 年改定






























⑤ 介護療養病床は 2006 年 3 月の 12.2 万床から減ったものの 8万床弱
存続していたので、廃止期限を 2018 年 3 月末に延長した。















2011 年は民主党政権だったが、当時 5 %の消費税を 2014 年 4 月に 8 %、
2015 年 10 月から 10%に引き上げ、社会保障制度の重点化・効率化を行
いながら、消費税引上げで得た財源は年金・医療・介護・子育て支援のみ
に使う方針で、社会保障と税の一体改革の議論が進められた。










2012 年末に政権に着いた第二次安倍自民・公明連立内閣は、2014 年 4
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月に予定どおり消費税を 5 %から 8 %に引上げた。2013 年に改めて社会
保障改革の方向性を示す、持続可能な社会保障制度の確立を図るための推
進に関する法律が通され、この方針に沿って、地域における医療介護の総








2013 年の病床数は 134.7 万床
(14)
で高度急性 (15.5%)、急性期 (47.1%)、
回復期 (8.9%)、慢性期 (28.5%) となっており、急性期病床の比率が高
い。他方、内閣官房の情報調査会で診療報酬データからあるべき姿に病床
を機能分化するとともに、療養型病床は医療区分 1 の患者の 70%を退院
させ、各都道府県の病床を減少させて介護施設や在宅医療で対応するとい
う前提を置くと、2025 年の病床総数は 115〜119 万床で良く、高度急性期
13 万床 (11%)、急性期 40.1 万床 (34-35%)、回復期 37.5 万床 (32%)、
療養病床は 24.2〜28.5 万床 (21-24%) が望ましいとされた。この場合療
























③ 保険料が現在全国平均で 5500円が 2025 年には 8200円に上昇する
見込みの中で、消費税増税を財源に低所得の保険料の軽減割合を拡
大する。2015 年 4 月から第 1段階の保険料軽減率
(15)
を 0.5 から 0.45
に下げ、消費税が 10% に引上げられた時に第 1 段階は 0.45 から
0.3 に、第 2段階は 0.75 を 0.5 に、第 3段階は 0.75 を 0.7 とする。






年度の 7.2%から施行後の 2015 年では 8 %弱程度となる。
⑤ 2005 年改正で介護施設の居住費・食費は自己負担としつつ第 1〜3段
階の低所得者は補足給付を出すことで負担を軽減していた。しかし、
(15) 一般所得の第 4段階の保険料にかける比率












2015 年初めに安倍内閣は、2015 年 10 月の消費税 10%引上げを 2017 年
















































(17) 2017 年度は 8 月の 8ヶ月間総報酬割を 1/2 とする (2017 年度の総報酬割の比率は
1/2×8/12=1/3)。2018 年度は 1/2、2019 年度は 3/4、2020 年度から 100%総報酬割とする。
(18) 厚生労働省の推計では 496 万人の受給者中、 9 %の 45 万人が 2 割負担され、そのうち
約 12 万人 ( 3 %) が 2018 年 8 月に 3割負担に移行する。








⑤ 2 号被保険者の範囲を 20〜30歳台に拡大し、障害者にも介護保険










(1) 持続可能性その 1 ――費用増加と負担の在り方
介護保険の総費用額は 2017 年には 9.8兆円に増加した。団塊の世代は
2025 年には 75歳以上となる。65歳以上人口は 2042 年の 3878 万人とピー
クを迎え、75歳以上も 2000 年の 901 万人が 2025 年に 2179 万人と増加し
た後落ち着くが、85歳以上人口は 2025 年の 736 万人が 2035 年に 1015 万
人に増加する。65-69 歳の要介護認定率は 3%、75-79 歳で 13.5% だが、




険料全国平均は月 8,165 円に増加しそうだ。第 1 段階はその 45% から
30%に軽減予定だが、消費税 10%引上げ延期で実施が延期されている。
他方、利用者の自己負担は 2017 年改正で最大 3 割負担に引き上げた。
(20) 厚生労働省「社会保障に係る費用の将来推計」(2012 年 3 月改定)
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医療保険は 2002 年に 6〜64歳が 3 割負担に統一された際に国会決議で 3
割を超えないとしたため、これ以上増えない可能性が高い。
3 割でも高額介護給付で月額上限が決められており、これも 2017 年改
正で一般所得者の上限を 44,400円に引き上げた。ただ医療の高額療養費
は一般世帯の 70歳以上の上限が 2018 年 8 月に向け 57,600円に引き上げ

















(2) 持続可能性その 2 ――軽度者の給付・予防の見直し
日本の介護対象は要支援、要介護 1〜5 と広く 65歳以上の 17.9%が認
定されている。要支援の訪問介護と通所介護は地域支援事業化されたが、
要介護 1、2の生活支援見直しは 2017 年改正では見送られた。




(21) 社会保障審議会介護保険部会 2014 年 10 月 19 日資料 1「利用者負担」
↗
(22) 厚労省「介護保険事業調査」によると 2014 年 3 月末の 65歳以上被保険者中介護サービ




給されていた。2017 年 1 月 1 日から認定基準が変わり
(23)
要介護 1〜5 の 5段
階とされ、従来の身体的要介護の認定者は自動的に 1段階重く、認知症・






動・排泄・食事・衣服着脱等の基礎的動作は要支援 1、2 ではほぼ 9 割以
上自立しており入浴について要支援 1 が 83%、要支援 2 が 55%自立であ
る。薬・金銭管理は 80%、買物は要支援 1 が 40%、要支援 2 が 20%自立
と買物の支援の必要性は高い。要介護 1は基礎的動作で 8-9 割自立、要介
護 2 で移動・排泄で 50%、衣服着脱で 40%の自立の状況だが、要支援同
版]」によるとドイツの 65 歳以上の介護給付受給者の 65 歳以上人口 (OECD Health
Data) に対する比率は 11.8%にとどまる。
↘
(23) 2017 年のドイツ介護保険制度の見直しは渡辺富久子 (2016) による。
(24) 厚労省「平成 23 年度介護認定における認定調査結果」(出典：認定支援ネットワーク)
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表 2 ドイツ介護保険給付の要介護段階別給付額 (単位 : ユーロ/万円)































































































蛇尾の印象を禁じ得ない。2008 年の介護療養病床 12.2 万床、医療療養病
床 26.2 万床、計 38.4 万床が 2017 年 3 月には介護療養病床 6.3 万床、医療






























































認定の基準の変更」『外国の立法 268』国立国会図書館 (2016. 6)
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